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分担研究報告書 

「医療と法執行機関等との連携に関する研究」 

研究分担者 若井 聡智 (国立病院機構 本部 DMAT事務局 次長) 

研究要旨 

令和２年度は COVID-19の影響で、予定されていた警察、海上保安庁の法執行機関職員、

医療関係者等に対する研修は開催されなかった。そこで、我々が法執行機関の隊員、指

揮官、危機管理行政機関従事者、医療関係者を対象とした研修のために上梓した「事態

対処医療ガイドブック」から、法執行機関隊員と医療関係者が最前線の現場から連携す

るために、本邦における法、医療体制に即した事態対処事案、CBRNEテロリズム等への

対応について紹介する。 

Ａ．研究目的 

法執行機関隊員と医療関係者が最前線の

現場から連携するために、本邦の法、医療

体制に即した事態対処事案、CBRNEテロリズ

ム等への対応について紹介することを目的

とした。 

Ｂ．研究方法 

 CBRNE テロリズム等の健康危機事態にお

ける医療対応の向上に資する基盤構築を効

果的に進めるために、我々が上梓した「事

態対処医療ガイドブック」（へるす出版）か

ら、事態対処事案、CBRNEテロリズム等への

対応について、外国と我が国の歴史的経緯 

とともに紹介する。 

（倫理面への配慮） 

なし 

Ｃ．研究結果 

外国と本邦での事態対処医療の歴史的経緯 

米国も 1990 年代までは，平時に特殊部隊の

医療支援を行うシステムは確立されていな

かった。1993 年に事態対処医療を検討する

部会が発足し、学術集会も開催され，その

必要性が認識された。その後，米国内で研

修コースが開催され，特殊部隊等への事態

対処医療の運用が一般的となった。 さらに，

1999 年に起こったコロンバイン高校銃乱

射事件が、平時下でのテロ・事件に対する

医療対応の必要性を知らしめることとなっ

た。この事件で、現場での応急救護医療的

な対応ができなかったとされている。 

 その後、2013 年に米国コネチカット州ハ

ートフォード市で、米国外科学会を中心と

した行政機関、軍、消防、警察、医療など

の代表者・有識者による会議が開催され、

銃乱射・ 多数殺傷事件における傷病者救命

のための方策がまとめられた。これをハー

トフォードコンセンサスという。このコン

センサスにおいて，銃乱射・多数殺傷事件

で効果的に応急処置等を行うために，現場

での立場を明確にした。 

実際に米国では一般市民を対象に止血講習

などが多く開催され、止血処置を学ぶ機会

が増加している。また、自動体外式除細動

器とともに止血バッグを公共施設、駅、空
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港，集客施設などに配備することも提案さ

れ、これらの内容は国家的な事業としてホ

ワイトハウスのホームページにも掲載され

ている。 

わが国で事態対処医療が認識されるきっ

かけとなったのは，無差別殺傷事件などの

事件現場に医療チームが出動する事案など

によって，警察と医療の連携の必要性を医

療側が認識するようになったことである。

2012 年に警察と医療が連携する初めての

協定(警視庁 IMAT)が締結され，平成 

27(2015)年に我が国で初めてのテキストで

ある『事態対処医療』 (へるす出版)が刊行

された。また，同年，日本臨床救急医学会

に警察や海上保安庁など法執行機関におけ

る医療支援のあり方、および具体的な業務

を学術的に検討し，教育，研修などで検証

し，政策的な提言を行うことを目的に「法

執行機関との医療連携のあり方に関する検

討委員会」が発足している。さらに，同委

員会に「法執行機関との医療連携のあり方

に関する検討委員会研修コース等検討小委

員会」が設置され、“事態対処医療 の標準

化”の検討が始まった。  

 

事態対処現場での外傷診療の概要 

1.根幹は JPTECTM と同じ 

2.どこで、どの順番で行うかに留意する。 

事態対処現場では，安全が担保できないこ

とがある。傷病者とともに移動しつつ，優

先順位をもって対処する必要がある。 安全

が確保できてから傷病者に近づくのではな

く，安全を確保しつつ傷病者に近づく。観

察処置の優先順位については，事態対処の

現場で最も致死的となり得る可能性の高い

出血への対処を最優先として、気道、呼吸

の評価に先んじて活動性出血の止血を行う。

また、脊椎運動制限については、事態対処

現場での実施は現実的でないため実施しな

いことが一般的である。  

3.同僚救護と自己救護  

事態対処現場においては，最初の救護者(フ

ァーストレスポンダー)は同僚であること

が一般的であり、これを同僚救護と呼んで

いる。また、同僚救護に先だって，止血な

どを負傷者自らが実施することを自己救護

という。  

事態対処現場での初期評価 

初期評価手順 

JPTECTM では“ABC”〔airway(気道)，

breathing(呼吸)，circulation(循環)〕で

あるが、事態対処現場では“CAB”となる。 

その根拠は弾丸，ナイフ，爆発などによる

穿通性外傷で最も多い死亡原因は出血であ

り数分で死に至ること，一方，気道と呼吸

は外傷後の数分間は保たれているからであ

る。したがって大量出血を止血することが

最も優先されるため、C は A と B の前に

来る。 米軍ではこの考えに基づいた評価手

順をその頭文字をとり「Call-A-CABʼNGo」

と称している  

Call(助けを呼ぶ):同僚，小隊などと連絡を

とり助けを呼ぶ。何が起きてどこに脅威が

あるかをしっかりと伝える。  

A(abolish threats;脅威の排除):すべての

脅威を適切に見極め排除する。脅威が排除

されたら傷病者を遮蔽物まで脱出させて，

傷病者の評価を開始する。傷病者を遮蔽物

63



まで連れて来るか，遮蔽物を傷病者のとこ

ろへ持っていくまで、事態対処救護要員は

処置を行わない。 CAB(circulation, 

followed by airway and breathing;循環，

それに続く気道，呼吸):四肢からの大量出

血や四肢の切断を認めた場合は直ちにター

ニケットで止血する。その後気道と呼吸の

評価を行う。  

N(neurologic status check;神経学的状態

のチェック):傷病者の意識状態と明らかな

四 肢の麻痺があるかを判断する。 

Go(搬送):後方の救護所もしくは医療施設

へ搬送する。  

活動区域と職種に応じた傷病者評価 

 

事態対処における傷病者評価の流れ  

 

現場から離脱する方法 

 

Ｄ．考察  

 法執行機関と医療との連携は、これまで

充分に行われてこなかった。テロ等重大事

案に備えた医療と警察との連携体制を確立

することは、非常に重要であり、そのため

には、医療者が事態対処の最前線の現場で

実施すべきまたは、可能な医療を理解し、

法執行機関、消防関係者とともに研鑽を積

む場が必要である。 今後、研修実施が可能

になれば、本研究で紹介した内容を踏まえ

た研修を実施し、連携を深めて行くことが

必要であると考える。 

 

Ｅ．結論 

 本邦の法、医療体制に即し、事態対処の

最前線の現場で実施すべきまたは、可能な

医療を提言した。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし 

 

Ｇ．研究発表 

1.  論文発表 

2.  学会発表   

 なし 

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

 

 

 

 

64



Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 

1. 特許取得：なし 

2. 実用新案登録 ：なし。 

3. その他 ：なし 
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